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補助・保佐・成年後見の概要
制　度 補　助 保　佐 成年後見

要

件
対 象 者
（ 判 断 能 力 ）

精神上の障害（認知症・知的障害・
精神障害等）により、事理を弁識
する能力が不十分な者

精神上の障害により事理を弁識
する能力が著しく不十分な者

精神上の障害により事理を
弁識する能力を欠く常況の者

き
続
手
の
始
開 申 立 権 者

本人、配偶者、四親等内の親族、成年後見人等、成年後見監督人等、検察官、任意後見受任者、
任意後見人、任意後見監督人、市町長

本 人 の 同 意 必　要 不　要 不　要

医師による鑑定 原則として不要 必要（省略する場合あり） 必要（省略する場合あり）

名

称

本 人 被補助人 被保佐人 成年被後見人

支 援 者 補助人 保佐人 成年後見人

※本人の状況等に応じて、家庭裁判所が選任する。
　（親族、弁護士、司法書士、社会福祉士等の個人または法人）

監 督 人 補助監督人 保佐監督人 成年後見監督人

※家庭裁判所が必要と認めるとき、本人もしくはその親族からの請求があったときに
　選任することができる。

権
消
取
・
権
意
同 付 与 の 対 象

申立ての範囲内で家庭裁判所が
定める民法第13条1項所定の
行為の一部

民法第13条1項所定の行為 日常生活に関する行為以外

付 与 の 手 続 き
補助開始の審判＋同意権付与の
審判＋本人の同意

保佐開始の審判 成年後見開始の審判

取 消 権 者 本人、補助人 本人、保佐人 本人、成年後見人

権
理
代

付 与 の 対 象 申立ての範囲内で家庭裁判所が定める「特定の法律行為］ 財産に関する全ての法律行為

付 与 の 手 続 き
補助開始の審判＋代理権付与の
審判＋本人の同意

保佐開始の審判＋代理権付与の
審判＋本人の同意

成年後見開始の審判

責

務
身 上 配 慮 義 務 本人の意思を尊重し、本人の心身の状態及び生活の状況に配慮する義務

※民法第13条1項　所定の行為
　①預貯金などの元本を領収すること、これを利用すること
　②借金すること、保証すること
　③不動産その他の重要な財産に関する権利を得ることや失うこと
　④原告として訴訟行為をすること
　⑤贈与をすること、和解すること、仲裁契約をすること
　⑥相続を承認すること、相続を放棄すること、遺産分割をすること
　⑦贈与を断ること、遺贈を放棄すること、負担付贈与を受け取ること、負担付遺贈を受けること
　⑧新築、改築、増築、大修繕をすること
　⑨土地について、5年を超える賃貸借をすること、建築について3年を超える賃貸借をすること

法定後見制度と任意後見制度
成年後見制度には、判断能力が不十分な人が利用する「法定後見制度」と






























